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2024 年度 事業報告書 

    

 

2024 年 4 月 1 日から 

2025 年 3 月 31 日まで 
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１．法人の概要 

 名 称  学校法人 光源寺学園（昭和 57 年 3 月 30 日法人設立） 

 代表者  理事長  中院 喜久子 

 住 所  大阪市平野区平野本町 4 丁目 11 番 5 号 

 電 話  06-6793-5005 

 ＦＡＸ  06-9793-9091 

 設置する学校  

    住 所 大阪市平野区平野本町 4 丁目 11 番 5 号 

    名 称 光源寺幼稚園 

 役 員  (監事 2 名  理事 6 名)     評議員  13 名   

 理事会・評議員会  年 2 回開催 

 職 員   23 名 

２．事業の概要 

 （ 光源寺幼稚園 ） 

 ≪教育方針≫ 

  仏教保育の理想を基礎として、「明るく 正しく 仲の良い子」となる為の 

  幼児教育を目的とする。 

 ≪教育内容≫ 

   家庭的な雰囲気の中で心身ともにリラックスして生活し、一人一人が自己啓発できるような関

わりを大切にしている。園内の田んぼや畑で米や野菜を栽培、収穫、野草摘み、小動物とふれあ

いなどを通じて「いのちの大切さ」を直接体験している。 

  

園児数   ( )内は 2 号認定数    ※ 園児数は 5 月 1 日現在    

    

《開園時間》  7：30～18：30 

《教育時間》  月～金曜日 9：00～14：00  第 1・3 土曜日 9：00～11：00  

夏季・冬季・春季保育は自由登園  預かり保育実施 

《預かり保育 時間費用    2 号認定は無償》 

平日 土曜日  及び夏・冬・春季自由登園日 

1 号・新 2 号共通 

14：00～17：00 日額 450 円 

14：00～18：30 日額 800 円 

※新 2 号は 1 日 450 円無償 

1 号・新 2 号共通 

11：00～14：00 日額 450 円 

11：00～16：30 日額 1,000 円 

※新 2 号は 1 日 450 円無償 

新 2 号 

11：00～18：30 

日額 1,250 円 

 

 3 歳児 4 歳児 5 歳児     合   計 

クラス数  園児数   クラス数 園児数 クラス数 園児数 クラス数 園児数 

認可定員   2 60(10)   2 70(10)   2 70(10)   6 200(30) 

2023 年度   2 32(6)   2 38(11)   2 35(12)   6 105(29) 

2024 年度   2 38(10)   2 32(8)   2 38(14)   6 108(32) 

2025 年度     2 28(9)   2 35(12)   2 32(9)   6 95(30) 
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≪諸費用≫  

項目 園児 1 名につき  

入園準備金 50,000 円   

   

教育充実費 年額 54,000 円  

  （一ヶ月 4,500 円） 
 

給食費（１食 470 円） 実費徴収       

一ヶ月 約 9,400 円  
 

       

 

教材費（年額） 

年少児  7,680 円 

年中児  8,965 円 

年長児  8,780 円 

 

制服（男女兼用）） 38,420 円 

 

 

体操服(男女兼用) 11,500 円  

通園カバン 4,100 円  

入講証           190 円  

ＰＴＡ会費 PTA 活動休止につき無  

年長 積立金   年額 9,600 円  

 

  

 ≪行事≫ 

   入園式、花まつり、遠足、各種野菜・花の栽培、田植え、七夕まつり、盆まつり、運動会、 

音楽会、作品展、報恩講、生活発表会、卒園式、誕生会、お話し会、  

 

 ≪施設関係≫ 

園全体面積         4276 ㎡ 

(内) 運動場・畑・プール  1745 ㎡ 

      

≪設備関係≫ 

  エアランド遊具、   

 

≪長期計画≫ 

  減価償却引当預金を着実に保持している。 
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≪事業報告≫ 

   4 月 1 日現在、我が国における 15 歳未満の「子ども」の数は 1366 万人で 44 年連続 

   減少となり、総人口に占める「子ども」の割合は 11.1％で 51 年連続の減少となって 

   いる。更に 47 の全都道府県で「子どもの数と割合」が減少している。 

   常に言われるが「子ども」の減少は、社会保障制度の基盤を揺るがすにとどまらず 

   「日本国の存在」そのものを脅かす。国家の根幹は「領土」「統治機構」「国民」の 

   三要素が不可欠であるが、有効な効果が無いままいたずらに時間が進んでいる。 

   学校運営が全ての学種で継続が困難な状況になっている。またそうした状況にも関わらず 

   特別支援児への対応のため、要員の確保に努めているが 支援体制の確立が一層重要に 

   なっている。 

   令和 7 年 4 月から私立学校法の改正に伴う寄付行為が実施されるので、遺漏なく対応する。 

 

   財政面では、事業活動収支計算書より教育活動収入計が 151,795 千円（対前年比 18.30％ 

   128,311 千円）、 教育活動支出計 156,471 千円（対前年比 5.58％ 148,198 千円） 

   教育活動収支差額 ▲4,675 千円 (前年度▲19,886 千円) 教育活動収支差額比率▲3.08% 

   （前年度▲15.50％）  経常収支差額比率▲3.08% (前年度▲15.50%)の経営状況となった。 

           

   

３．財務状況 

   別紙参照。 


